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利害関係をもつて組織された組織体は強い交渉力をも
って自己の利益を擁護している。こうした特殊な利害
関係をもつ組織体では，労使関係にみるように，互い
に「外部否定の矛盾」がはっきりしているために，
「内部結束」が強化されることになる。ところが，特
殊な利害関係がなく，一般的な利害関係をもつ消費者
間においては，有効な組織体を形成することは極めて
困難である5）。
　ここでは，外部否定の矛盾は分散しているため，消
費者としての内部結束が弱くなるのが一般的である。
したがって，現実の経済社会では，内部結束の強い組
織体が自己の利益を擁護するため，政治的圧力を行使
して行政を左右しがちであり，行政上の不公平をつく
りだすことがしばしばある。もちろん，消費者団体の
物価高騰に対する反対運動は強くなってきているが，
消費者を保護する有効な手段は，いまのところみあた
らないといってよい。
　完全雇用を維持し，物価安定を確保するという問題
は，制度的インフレーションの問題であり，現代経済
政策に課せられた最大の課題であるが，単に経済政策
によって，短期的に解決することは不可能だといって
よい。
　完全雇用と成長を維持し，福祉社会を指向している
現代社会において，インフレーションを克服していく
には，長期的視野に立って，「教育の一般水準を向上
させ，国民があらゆるレベルでの決定事項に積極的に
参加することをもっと強化し，また物価水準が処理不
能になってはいけないという共通の利益に関して，だ
れもがもたなければならない認識を著しく強め，また
それによって，国家計画やすべての市場の整合のため
に必要な理解と連帯感の基礎をつくり出すことなどに
よるほかはない6）°」つまり，教育と民主主義に頼るほ
かはないといってよいだろう7）。
　国民経済は，国際経済における危機，すなわち「外
部否定」の矛盾に遭遇するときには，「内部結束」を
強化して，自国経済を国際経済の危機から保護しよう
とする政策態度にでる傾向をとることは，世界経済史
が明らかにするところである。国際経済の危機，すな
わち分裂化は，各国において「経済的国民主義」の経
済政策をとらしめ，内部結束を強化するよう作用す
る。また一方では，各国における経済的国民主義の政
策態度の強化は，国際経済を分裂化させ，促進して，
国際経済の危機的状況を一層悪化させるように作用し
がちである。したがって，両老の間には，しばしば累
積的因果関係にもとつく悪循環が作用して，内部結束
の強化は国際経済の危機を深化させる傾向がある。
　第一次世界大戦後の各国における経済政策が質，量
ともに増大し，著しい所得水準の向上をもたらしたこ
とと，世界経済の動向との間には，累積的な因果関係
の作用がみられる。世界経済に激しい変動がみられる
たびに，各国の経済政策は国際的危機から自国経済を
守るために，自動制御装置までにも政策的に介入しよ
うとする経済的国民主義の経済政策のもとに，完全雇
用と経済成長を目標にして，国内経済における調整能
力を極大化する方向をとり，平等主義を前進させて，
賃金，所得の格差を是正し，平等化に著しく貢献して
きた。各国の経済政策は国際経済の変動に対し，自国
経済の調整や反応を必要とするときにも，自国経済の
成長と完全雇用という政策目標を犠牲にしてまでも，
調整と反応を示したことはない。
　国民主義的経済政策の態度は，反面において，国際
経済政策における伸縮性を喪失するという結果をもた
らし，国際的分裂化を促進し，国際的均衡を撹乱する
傾向がある。現代の国際経済においても，経済的国民
主義の政策態度が根強く，しかも強化される傾向にあ
ることは，ますます国際経済の諸問題の解決を不必要
に困難にしているように思われる8）。
　各国におけるこんにちの経済的進歩は，基本的には
国民主義的経済政策の遂行によって達成されている。
経済的進歩はその副産物として社会的・経済的調整，
変革を結果し，これら制度的調整，変革はさらに経済
的進歩を促進するという因果関連作用を演じている。
　国際経済問題の解決を図っていくには，各国の制度
的構造および経済政策が国民主義的であるという事実
を直視しなければならない。各国の経済を国際経済の
変化に自動的に調整するという国際的自動体制への復
帰は，ミ＝ルダールがいうように，国民経済政策によ
って経済を操作することを会得してしまったこんに
ちにおいては，もはや理想主義にすぎないといえよ
う9）。国民経済は綿密に組織され，制度的構造は国民
主義的な社会的・政治的・経済的な諸々の圧力のもと
に構築されている。したがって，国際経済問題の解決
を図っていくには，こうした国民経済政策の結果とし
て発現してくる諸国間の経済的矛盾を解決することが
できるような「伸縮的国際経済体制」をつくっていく
ことであろう10）。
　経済的国民主義的経済政策の推進力は，国内経済に
おける矛盾を「内向的」に解決しようとする政策態度
と十分に開発された政策能力そして合理的な精神であ
る。この推進力の作用は国内作用それ自体としても歓
迎され，また「外向的」政策態度ともことなって，、国
際紛争を回避するのに役立っている。しかし，反面に
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おいて国際経済関係の分裂化をともなうというジレン
マをもっている。各国経済は，平等主義，格差是正の
運動の展開するなかで，それぞれ共通の組織的構造を
もち，国民的統合を維持しながら，市場の組織化にと
もなって政策は分散化され，各種の組織体による社会
統制の分権化の傾向にある。この傾向は拡大こそすれ
阻止することは不可能であろう。この国民的統合のな
かの分権化の原理は，国際経済関係の分野にも適用さ
れ，国民経済は内部結束を維持しながら，国際的統合
を求めようとするのであるが，実践的には，ミュルダ
ールが指摘するように，各国の経済政策の構造を国際
的に調整，整合化することが必要であり，それは国民
経済政策の国際的整合化の問題である。
　VI要　　　約
　現代の経済社会における「平等主義の運動」は，民
主化の進捗に支えられて，経済的平等の実現へと前進
している。しかし，この過程において「価値体系」は
多様化し，変動しはじめ，人類がいまだ経験したこと
のない，解決しなければならない多くの新しい問題が
つぎつぎに出現している。これら諸問題の解決に当っ
ては何よりも「社会的合意」が必要とされるのである
が，価値体系を喪失した社会に，合意などえられよう
はずがない。したがって，強制的な政策介入によらざ
るをえなくなっている。だが，こうした政策介入は市
民の献身的態度を犠牲にし，ますます「社会的合意」
をえがたくし，問題の解決を困難にしている。
　組織化による市場構造の変化は，市民の経済過程に
対する態度を変革し，「快楽主義的合理主義の原理」
を登場させている。この原理の支配によって，社会構
造までも巨大な組織体によって変革され，自由経済は
後退させられ，経済過程に対する政府の直接的政策介
入が増加しはじめている。こうした非可逆的・非自由
化の動向は「本質的動向」ともいうべきもので，これ
を阻止したり，否定したりすることはできない。平等
主義と民主化と組織化は権力を分散化し，ますます政
策介入を誘発しつづけている。しかし，政策介入は断
片的で，整合性がないため，利害の不調和を是正する
ことができない。
　共同社会の基盤を失っている現代経済社会が新しい
諸問題を解決していくために不可欠である現代経済社
会の価値的統合は可能だろうか。多くの提案がある。
しかし，現実の問題として，実践性を重んじるなら
ば，教育と市民参加の機構を通じて，共同社会の基盤
をつくると同時に，政策の計画的整合を図ることであ
る。この問題は単に国内経済政策の問題だけではな
い。経済政策の国際的整合化をも同時に追求しなけれ
ば，現代経済社会に課せられている新しい諸問題の解
決は不可能である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1．30．1974）
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